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研究成果の概要（和文）：  
 本研究では、様々な角度から国際景気循環に関する研究を行った。主たる結論は以下の通り。
①先進国間の貿易取引や金融取引の拡大を促したと考えられる各種の規制緩和の景気の連動性
に与える影響は限定的であり、各国における供給ショック・需要ショックの伝播の影響の方が
大きい、②アジアと日本の景気連動性に関しては、アジアの生産性上昇が日本の景気の下支え
をし、逆に日本の生産性の低下がアジア諸国の景気を押し下げた、③各地域内での連動性が高
まっている一方、米国等の大国からの影響が相対的に下がっている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In this study, I conduct research on international business cycles from different angles. The 
main results are as follows: (1) Various factors of international trade and financial 
transactions among developed countries had limited an impact on business cycle 
comovements. Rather, international transmission of supply shocks and demand shocks had 
a pivotal role in driving comovemenst. (2) The decline in productivity in Japan had a 
negative impact on Asian economies, while high growth of productivity in Asian economies 
supported Japanese economy. (3) The common elements among each area in explaining 
global business cycle comovements is increasing.  
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１．研究開始当初の背景 
 経済連携協定（EPA）や自由貿易協定（FTA）
に代表される「経済のグローバル化」が進む

中、日本と諸外国間の景気変動の伝播メカニ
ズムとその数量的インパクトの変化を解明
することの必要性がアカデミックにも実務
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的にも重要となっていたこと。 
 
２．研究の目的 
 経済のグローバル化、すなわち日本－アジ
ア太平洋諸国間の EPA/FTA 締結といった制
度変更によるリンケージの強まり、貿易関係
の強まりによるリンケージの強まり、金融取
引の拡大によるリンケージの強まりが進ん
でいる。このグローバル化が、日本と諸外国
間の景気変動の連動性に与えるマクロ経済
的影響（動学的プロセス）について、わが国
では研究成果の著しく乏しい動学一般均衡
分析を行い、学術貢献をすること。 
 
３．研究の方法 
 初年度は、以下の３段階で構成された。 
(1)先行研究のサーベイ。 
(2)わが国とアジア太平洋諸国との間の貿易
構造、国際資本移動の時系列的変化ならび
に EPA/FTA 締結に向けた取り組み(政府間
交渉の動向など)の整理。 

(3)アジア太平洋諸国とわが国の景気変動の
特徴とその連動性に関する定型化された事
実(stylized facts)の計測。 

 (1)のサーベイについては、NAFTA やユーロ
地域の景気変動に関する先行研究の他、ここ
数年、研究が画期的に進んでいるグローバル
化と景気変動の関係に関する一連の研究に
ついても包括的に先行研究を収集してサー
ベイ行い、モデル構築の際の参考とした。(2)
と(3)に関しては、分析に用いるデータセッ
トの作成や情報収集である。そして、完成し
たデータセットを用いて 80 年代以降の貿易
構造、国際資本移動の動向を整理した上で、
景気変動に関する stylized facts の計測を
行う。こうした基礎的なデータ分析結果こそ
が、現実に即したモデル構築に向けた重要な
要素となった。 
 研究を遂行する上での具体的な工夫とし
て、当該分野の一線級の国内外研究者とは既
に交流があるため、データ収集・文献収集に
ついても、全面的な協力を仰いだ。なお、予
期される問題点は、アジア太平洋諸国に関す
る長期時系列データの収集に困難が生じる
ことであった。これに対する配慮・対応策と
して、既に IMF の内部データベースにアクセ
スすることを認めてもらった。 
 ２～３年度は、以下の３段階で構成された。 
(4)アジア太平洋諸国とわが国経済をモデル
化した開放経済型動学一般均衡モデルの構
築およびそのカリブレーション(シミュレ
ーション)。 

(5)前年度の研究計画である(1)～(3)と上記
の(4)を踏まえた日本－アジア太平洋諸国
間のグローバル化とマクロ経済的影響に関
する議論およびそこから得られる国内経済
政策的意義を整理し、初稿を仕上げた。 

(6)欧米学会等での発表後、初稿をリバイズ
し、一流学術雑誌に投稿した。 

 
 
４．研究成果 
 20 年度は、(1)先行研究のサーベイ、(2)
わが国とアジア太平洋諸国との間の貿易構
造、国際資本移動の時系列的変化ならびに
EPA/FTA 締結に向けた取り組み(政府間交渉
の動向など)の整理、(3)諸外国とわが国の景
気変動の特徴とその連動性に関する定型化
された事実の計測を行った。 
 (1)については、NAFTA やユーロ地域の景気
変動に関する先行研究の他、ここ数年、研究
が画期的に進んでいるグローバル化と景気
変動の関係に関する一連の研究についても
包括的に先行研究を調査した。(2)と(3)に関
しては、分析に用いるデータセットの作成や
情報収集を行った。なお、80 年代以降の貿易
構造、国際資本移動の動向の整理などは概ね
データセットが作成できた。また、景気変動
と特徴に関する計測も進めつつある。 
 その中で、国際的な景気変動の決め手とな
る要因に関する仮説とそのシミュレーショ
ン分析なども少しずつ行いはじめ、20 年度時
点では未完成ではあるものの、徐々に学会な
どでの発表を始めるなど、徐々に具体的な研
究成果を出せる状況になってきている。この
他、原油高の影響について、分析する必要性
が高いと考え、追加的なデータ収集やサーベ
イを行った上で、論文を作成した。そして、
景気と密接に関係のある長期金利動向の予
想が、海外の経済情勢から受ける影響につい
ても分析を始めるなど、世界金融危機を意識
した分析にも着手した。 
 21 年度の研究成果は以下の通り。第一に、
アジア太平洋諸国とわが国経済をモデル化
した開放経済型動学一般均衡モデルの構築
およびそのカリブレーション・シミュレーシ
ョンを実施した。第二に、前年度の研究成果
を踏まえて日本－アジア太平洋諸国間の経
済的なリンケージの強まりに関する事実整
理を行った上で、マクロ経済的影響に関する
議論およびそこから得られる国内経済政策
的意義を整理し、シミュレーションの結果を
議論して初稿を仕上げた。第三に、数編の論
文を完成し出版した。また、学会発表を行っ
た。 
 このうち、第一点目に関しては、小国モデ
ルを使った分析、大国モデルを使った分析な
ど、各種、問題意識に応じて分析を行い、有
意義なシミュレーション結果を得ることが
出来た。第二、三点目に関しては、一部は既
に出版物となっており、まだ論文になってい
ないものも、学会発表を行うなど、順調に研
究成果を出していくことができた。具体的成
果としては、論文２本、学会発表２本、書籍



 

 

のチャプター２編が、本年度における本科研
費の研究実績となっている。なお、書籍に関
しては、同研究分野を広く研究者等に伝える
という啓蒙的な趣旨のあるものとなってお
り、社会に広く研究成果を還元できる内容と
なったと自負している。 
 22 年度の研究成果は以下の通り。第一に、
アジア太平洋諸国とわが国経済をモデル化
した開放経済型動学一般均衡モデルの構築
およびそのカリブレーション・シミュレーシ
ョンをさらに改良したり拡張したりした分
析を行い、その結果を論文化した。第二に、
ダイナミックファクターモデルを用いた地
域ごとの景気循環成分の分解に関するプロ
ジェクトを行った（現在進行中）。第三に、
数編の論文を完成し出版および学会発表を
行った。 
 このうち、第一点目に関しては、小国モデ
ルを使った分析、大国モデルを使った分析な
ど、各種、問題意識に応じて分析を行い、有
意義なシミュレーション結果を得ることが
出来、海外雑誌に投稿中である。第二点目に
関しては、海外研究者と共同で研究を行って
いる。世界１００カ国のマクロデータを用い、
景気変動成分を世界共通の要素、地域共通の
要素、各国固有の要素に分解し、いわゆる
decoupling の議論の妥当性を定量的に分析
しているものである。分析結果からは、地域
共通の要素の重要性が経年的に高まってお
り、米国等の大国からの影響が相対的に下が
っていること、金融危機の影響は世界共通で
影響を及ぼしているものの、その影響を強く
受けたのは途上国よりもむしろ先進国であ
ることなどがわかってきている。この結果に
ついては、セントルイス連銀等でのコンファ
ランスでの発表を予定している。第三点目に
関しては、一部は既に出版物となっており、
まだ論文になっていないものも、学会発表を
行うなど、順調に研究成果を出していくこと
ができた。 
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